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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、事業活動を通じて、お客様、株主・投資家の皆様、お取引先、地域社会、従業員をはじめとするステークホルダーの皆様からの期待に
お応えし、信頼される企業になることを基本方針とし、経営目標達成のために、正確な情報把握と迅速な意思決定ができる経営組織とし、合わせ
て牽制機能を有効に発揮させることにより、経営の健全性、公平性、透明性を確保することがコーポレート・ガバナンスの基本であると考えていま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　2021年6月の改定後のコードに基づいて記載しております。

【補充原則１－２④】

　当社は、海外投資家比率等を勘案し、議決権電子行使プラットフォームの利用および招集通知の英訳を行っておりません。今後の株主構成の
推移を踏まえながら必要に応じて導入を検討してまいります。

【補充原則２－４①】

　当社は、女性従業員の職域拡大および女性従業員の積極的な採用・登用に努めるとともに、事業のグローバル化に則した外国人従業員の採用
も行っております。今後は、女性の管理職への登用の推進にも努めてまいります。また、多様な人材が活躍できるための意識醸成と職場環境の
構築に努めるとともに、子育てと仕事の両立につながる育児支援、福利厚生の充実等にも取り組んでおります。今後、測定可能な目標設定、多様
性確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針につき検討してまいります。

【補充原則３－１②】

　当社では、海外投資家等比率等を踏まえ、英語での情報の開示・提供を実施しておりませんが、今後、必要に応じて英語での情報の開示・提供
を検討してまいります。

【補充原則４－１②】

　当社では、決算短信や有価証券報告書において中長期的な経営戦略を公表するとともに来期の業績等の見通しを公表することとしております
が、中長期の経営計画については現在、開示しておりません。今後、中長期の経営計画の開示につき検討してまいります。

【補充原則４－10①】

　当社では、経営陣幹部・取締役候補の指名については、経験や能力、業界に係わる知識、人格等、総合的に勘案し、独立社外取締役の適切な
関与・助言を得たうえで、取締役会において審議し決定しております。また、報酬の決定につきましては、株主総会で決議された報酬限度内で、取
締役会にて適切に決定しており、任意の指名委員会・報酬委員会など、独立した諮問委員会等は設置しておりません。

【補充原則４－11①】

　当社は、事業活動を通じて、お客様、株主・投資家の皆様、お取引先、地域社会、従業員をはじめとするステークホルダーの皆様からの期待に
お応えし、信頼される企業になることを重要な経営課題と位置付けております。そのために、法令を遵守し効率的で健全性及び透明性を確保でき
る経営管理体制を確立し維持してまいります。

　取締役の選定に際しては取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性等を勘案しておりますが、経営環境や事業特性等に応じ
たスキル・マトリックスをはじめとした取締役の有するスキル等の組み合わせの開示については、今後検討してまいります。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社では、中長期的な経営戦略や来期の業績等の見通し等を公表することとしておりますが、現段階において中期経営計画を公表いたしては
おりません。今後、中長期の経営計画の開示や、収益力・資本効率等に関する目標の提示について検討してまいります。

【補充原則５－２①】

　当社の事業ポートフォリオに関する基本的な方針については、有価証券報告書等において開示を行っておりますが、現段階において中期経営
計画については公表いたしておりません。今後、中長期の経営計画の開示にあわせ、事業ポートフォリオ見直しの状況についても説明を行ってま
いります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４ 政策保有株式】

　当社は、取引先との安定的な取引関係の維持・強化を図ることにより当社の中長期的な企業価値向上に資すると認められる場合、政策保有目



的で株式を保有することとしております。個別の政策保有株式については、毎年、銘柄ごとに保有目的などの定性面に加えて、関連する収益や配
当金受領額などのリターン等を定量的に検証することにより、保有意義の見直しを行っております。保有意義が認められなくなった銘柄については
順次処分を検討します。

　また、同株式に係る議決権行使は、その議案が当社の保有方針に適合するかどうかに加え、投資先企業の中長期的な企業価値向上や持続的
成長に資する提案であるか否かを総合的に勘案し、賛否の判断を行っております。

【原則１－７ 関連当事者間の取引】

　当社では、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引及び利益相反取引は、取締役会での承認を得なければならない旨取締役
会規則で定めております。また、主要株主との取引を決定する場合には、経済的合理性を総合的に勘案して決定しており、取引の金額に応じて取
締役会の承認を得た決裁権限基準に基づいて行っております。

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、自らが運用を指図する企業年金制度は導入しておりません。

【原則３－１ 情報開示の充実】

　（ⅰ） 会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社グループは、1918年の創業以来、「開発こそが社会に奉仕し、メーカーの生きる道」の理念のもと、「開発指向型」企業として、時代に応じた
製品を提案し、生産工場、倉庫など広範な産業界における作業現場に関わってまいりました。

　近状では、あらゆる市場において電動化や自動運転化など、技術の進展とともに省力化が進んでいます。この好機に当社の強みである多彩な
製品群と高い信頼性を深化させ、ブランディングの確立と収益基盤の強化を進めてまいります。コア事業である金属製品事業については、お客様
ニーズを第一に捉え、画期的で魅力ある製品開発を軸に「攻めの構造改革」として次の事項を実施してまいります。

①付加価値を持つ製品開発と既存製品のリニューアル化を中心とし、他社製品との差別化及び特許製品の拡大を継続してまいります。

②韓国に開設いたしました子会社を軸に販路拡大を進め、アジア諸国から北米のマーケットを中心とし、世界を視野においた海外戦略を推進いた
します。

③顧客ニーズを踏まえた顧客目線での物作りのため、優れた品質、技術を持った国内外の他メーカーとの連携や生産委託を含め、徹底した品揃
えを図ってまいります。

④徹底したコストカットを継続的に行ってまいります。

　これらを着実に実行し、経営の合理化、製品グループの徹底強化を図り、時代の流れに沿った物作り、販売戦略を軸に、企業体質の転換を図っ
てまいります。

　また、環境関連事業については、売電事業に加え、次の柱となる新しい価値を生み出す事業を模索しており、将来この事業を育成していきたい
と考えております。

　当社では、決算短信や有価証券報告書において中長期的な経営戦略を公表するとともに来期の業績等の見通しを公表することとしております
が、中長期の経営計画については現在、開示しておりません。今後、中長期の経営計画の開示につき検討してまいります。

　（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社は、事業活動を通じて、お客様、株主・投資家の皆様、お取引先、地域社会、従業員をはじめとするステークホルダーの皆様からの期待に
お応えし、信頼される企業になることを基本方針とし、経営目標達成のために、正確な情報把握と迅速な意思決定ができる経営組織とし、合わせ
て牽制機能を有効に発揮させることにより、経営の健全性、公平性、透明性を確保することがコーポレート・ガバナンスの基本であると考えていま
す。

　（ⅲ） 取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　『Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況１．機関構成・組織運営等に係る事
項　【取締役報酬関係】』に記載のとおりです。

　（ⅳ） 取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　執行役員については、任期を１年とし、執行役員制度規程に基づき原則として従業員の中から代表取締役社長の推薦を受けて、取締役会の決
議により決定されます。また、解任すべき事情が生じた場合、取締役会の決議により解任できるものとしております。

　社外取締役以外の取締役候補者は、原則として執行役員の中から代表取締役社長の推薦を受けて、取締役会の決議により決定され、監査等
委員候補者は、各取締役の推薦により取締役会の決議により決定されます。

　（ⅴ） 取締役会又は指名委員会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名をそれぞれ行う際の、個々の選解任・指名に

ついての説明

　取締役の選解任にあたっては取締役会が役割に応じた能力、経験に加え、法令及び企業倫理の遵守に徹する見識を有すること等を総合的に
判断し、企業の社会的価値の増大及びコーポレート・ガバナンスの向上の観点から適格性等に基づき決定しております。

【補充原則３－１③】

　当社は、「行動規範」及び「環境自主行動計画」を、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題への取り組みの指針として定め、
能動的な対応を行い、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。なお、環境問題については、環境自主行動計画を当社のウエブサイトに掲
げております。

（https://www.supertool.co.jp/company/kankyo.php参照）

【補充原則４－１①】

　当社では、取締役会は、法令または定款で定められた事項のほか、経営方針や事業計画、投資計画など、取締役会規則に定めた経営に関わ
る重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行う機関と位置づけています。

　また、業務執行機関として、経営会議を設け、重要課題の審議の充実を図るとともに、コンプライアンス・リスク委員会など、組織横断的な各種会
議体を設け、重要課題に対して様々な観点からの検討・モニタリングを行い、適正な意思決定に努めています。

　そのうえで、取締役は、経営方針の策定と、それに基づく業務執行の監督を主務とし、執行役員が業務執行の役割を担い、機動的な意思決定を
行っています。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社では、社外取締役の候補者選定にあたり、会社法及び東京証券取引所の独立性に関する要件に加え、当社の経営に対し率直かつ建設的
に助言し監督できる高い専門性と豊富な経験を重視しています。

【補充原則４－11②】

取締役が当社以外の上場会社の取締役等を兼職する場合、その範囲を合理的なものにとどめるものとし、その状況は、株主総会の招集通知添
付の事業報告に記載しております。

【補充原則４－11③】

　当社では、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行うことを目的として、全ての取締役を対象として取締役にアンケートを実施し、そ



の分析結果に基づいて、取締役会において取締役会全体の実効性の評価を実施しております。直近の評価結果により、当社取締役会の実効性
は確保されており、適切に機能しているものと判断しております。

【補充原則４－14②】

　当社では、取締役選任に際し、取締役として期待される役割と責務を全うできる者を選任しています。それを踏まえ、内部昇格による新任役員に
ついては、経営者として習得しておくべき、法的知識を含めた役割・責務の理解促進を図っています。社外取締役については、会社の事業や機能
等を理解していく活動を実施しています。また、就任後の知識更新の機会として、情報交換・相互研鑽の場を設けています。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主からの対話（面談）については、IR部門が面談の目的を検討し、株主の希望や主な関心事項を受け、それに応じて合理的な範囲で
、経営陣幹部、社外取締役を含む取締役が合理的な範囲で前向きに対応することといたしております。なお、対応に当たっては、インサイダー取
引規制に関する規則に留意しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ホライズン株式会社 170,000 8.40

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING CORPORATION LTD 119,800 5.92

NHGGP JAPAN OPPORTUNITIES FUND,L.P. 104,500 5.16

BANK JULIUS BAER SINGAPORE INDIVIDUAL PORTFOLIO 88,000 4.35

ＳＭＢＣ日興証券株式 70,000 3.46

竈　利英 45,400 2.24

上田八木短資株式会社 45,000 2.22

ＳＨＩＧＥＴＡ ＭＩＴＳＵＴＯＫＩ 44,400 2.19

吉川　明 35,600 1.76

株式会社池田泉州銀行 34,000 1.68

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

トラスコ中山株式会社より、2022年6月10日付で大量保有に関する変更報告書が提出されており、株式保有の報告を受けていますが、2022年3月
15日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では考慮していません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

赫 高規 弁護士 ○

田中 豪 公認会計士

深堀 知子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



赫 高規 　 　 ―――

　経営者として豊富な経験と幅広い見識を有す
るとともに、弁護士として、企業法務にも精通し
ており、当社の経営全般に助言をいただくこと
で、当社の経営体制がさらに強化できると判断
し、社外取締役として選任しております。

田中 豪 ○ ○ ―――

　公認会計士、税理士として培われた専門的な
知識・経験を有し、公正中立な立場から客観的
に取締役としての役割を果たしていただけるも
のと判断し、社外取締役として選任しておりま
す。

　また、当社との間に特別な利害関係がなく、
一般株主との利益相反が生ずるようなおそれ
がない高い独立性を有していることから、独立
役員として指定しております。

深堀 知子 ○ ○ ―――

　弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有
するとともに、企業法務に精通しており、公正
中立な立場から客観的に取締役として役割を

果たしていただけるものと判断し、社外取締役
として選任しております。

　また、当社との間に特別な利害関係がなく、
一般株主との利益相反が生ずるようなおそれ
がない高い独立性を有していることから、独立
役員として指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　監査等委員会の職務を補佐する専従のスタッフは配置しておりませんが、必要に応じてグループ管理部、内部監査室等の関係部署が対応して
おります。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社の会計監査につきましては、太陽有限責任監査法人と監査契約を締結しております。当該会計監査人とは、定期的に監査報告会を開催し
、会計監査人より監査結果の報告を受けるとともに、重要な会計に関する検討課題については随時意見交換し、検討を行っております。

　当社は、内部監査部門として代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しており、各部門及び子会社の業務執行について、内部監査規程及び
年次の内部監査計画に基づき、必要な内部監査を実施しております。監査結果につきましては、原則毎月１回代表取締役社長に報告するととも
に、監査等委員会に対しても定期的に内部監査の状況を報告し、監査に関する重要な事項については適宜協議するなど、各々監査主体としての
独立性を維持しつつも、相互に連携・協力し、監査の効率性、実効性を高める努力を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】



独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員としての資格を有する社外取締役全員を指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

譲渡制限付株式報酬制度の導入

　当社は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、
株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入することを、2018年６月８日開催の第58回定時株主
総会において承認いただいております。

　また、上記の譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を、当社の執行役員に対し、割り当てしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書及び事業報告において、取締役の報酬の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

(1)　取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等

①　基本方針

　　当社の取締役の報酬は、当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続的な企業価値及び株主価値の向上に向けて期
待される役割を十分に果たすことへの意欲を引き出すにふさわしいものとする。具体的には、業務執行を担う取締役の報酬は、基本報酬及び株
式報酬により構成し、業務執行から独立した立場にある社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬は、基本報酬のみとする。また、取締役
の報酬の内容について株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任を十分に果たすべく、報酬の内容及び決定手続の両面において、
合理性、客観性及び透明性を備えるものとする。

②　基本報酬の個人別の報酬等の額及び付与の時期又は条件の決定に関する方針

　　基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、業務執行を担う取締役の報酬は、株主総会の決議によって決定した報酬総額の限度額内にお
いて、それぞれの役割と職責、業績及び成果にふさわしい水準となっているか、企業価値向上に対する適切な動機付けとなっているかなどの観点
から慎重な検討を行い、決定する。監査等委員でない社外取締役の報酬は、役割と職責及び職業的専門性等を勘案し決定する。また、監査等委
員である取締役の報酬は、株主総会の決議によって決定した報酬総額の限度額内において、それぞれの役割と職責にふさわしい水準となってい
るか、企業価値向上に対する適切な動機付けとなっているかなどの観点から慎重な検討を行い、決定する。

③　株式報酬の内容、その額又は算定方法、及び付与の時期又は条件の決定に関する方針



　　株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、業務執行を担う取締
役に対し、譲渡制限期間を30年とする譲渡制限付株式を、毎年、一定の時期に付与する。付与する株式の個数は、当社における各割当対象者の
役位、職責、貢献度、株価等諸般の事項を総合的に勘案の上、決定する。

④　基本報酬の額及び株式報酬の額の取締役の個人別の報酬の額に対する割合の決定に関する方針

　　業務執行を担う取締役の種類別の報酬の割合については、役位、職責、当社と同程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえて決定する
。

⑤　取締役の個人別の報酬等の内容の決定の手続に関する事項

　　取締役の個人別の報酬については、株主総会の決議によって決定した報酬総額の限度額内において、取締役会決議に基づき、代表取締役
社長がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。取締役会は、当該権限が代表取締
役社長によって適切に行使されるよう、独立社外取締役に諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代表取締役社長は、当該答申の内容を
踏まえて報酬額を決定するものとする。なお、業務執行取締役の株式報酬の個人別の割当て数については、代表取締役社長の案を踏まえ、株主
総会の決議によって決定した報酬総額の限度内において、取締役会の決議により決定する。また、監査等委員である取締役の報酬は、株主総会
の決議によって決定した報酬総額の限度額内において、監査等委員である取締役の協議により決定する。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役をサポートする専任のスタッフは配置しておりませんが、総務部が取締役会の招集日調整や連絡および議事録作成、その他事務処

理等の業務を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、2018年６月８日開催の第58回定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行を内容とする定款変更の承認を受けたことによ
り、監査等委員会設置会社へ移行いたしました。取締役会は取締役８名（うち社外取締役３名）で構成され、原則として月１回の取締役会を開催し
ております。取締役会には監査等委員以外の 取締役および監査等委員である取締役が出席し、法令で定められた事項および取締役会規則等に

定められた重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行状況の監視・監督を行っております。また、必要の都度臨時取締役会を開催するととも
に、取締役間にて随時打合せ等を行っており、効率的な業務執行ができる体制を整備しております。

　当社では2005年６月より執行役員制度を導入し、業務の迅速な執行を図るとともに、取締役会における意思決定と監督機能を強化しております
。 　

　監査等委員会は監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成され、監査等委員会規則に基づき監査等方針を決定するとともに各
監査等委員や監査等委員以外の取締役、会計監査人からの報告を受けて監査報告書を作成しております。 　

　また、当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査等委員会設置会社の形態を採用しており、監査等委員でない取締役を５名（うち社外取締役１名）、監査等委員である取締役を３名

（うち社外取締役２名）選任しております。現状の体制を採用している理由は、社外取締役による外部からの経営監視機能が強化されるとともに、

監査等委員である取締役も取締役会における議決権を有していることや、監査等委員会が監査等委員以外の取締役の選解任及び報酬について

株主総会における意見陳述権を有していることなどにより、業務執行者に対する監督機能が強化されることにあります。また、当社は、経営の健

全性と透明性の向上を図り、より迅速な意思決定と機動的な業務執行体制を整備し、更なる企業価値の向上を目指しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
　当社の決算日は３月15日であります。また、より開かれた株主総会を目指し、決算期末
よりできる限り早い時期の株主総会の開催を心がけております。第62回定時株主総会は
、2022年６月10日に開催いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無



IR資料のホームページ掲載

　決算短信又は四半期短信、有価証券報告書又は四半期報告書、株式情報、
株式メモ、よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）なども掲載し、投資家の利便性に配慮したＩＲ
サイトの運営に努めております。

　ホームページ：ｈttps://www.supertool.co.jp

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、持続可能な発展のために、全てのステークホルダーを重視した経営を行うため、
コンプライアンス規程に「社会との関係」、「消費者・取引先・競争会社との関係」、「株主・投
資家との関係」及び「従業員との関係」の尊重を定めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　「コンプライアンス規程」において、お客様はもとより、株主、投資家、お取引先、従業員な
ど、さまざまなステークホルダーとのコミュニケーションを図るとともに、社会への説明責任
を果たすために、企業及び商品・サービスに関する適正な情報を適時に開示・提供するこ
とを定めております。

その他

　当社グループの主要事業である金属製品事業については、創業以来一貫して、プロ用作
業工具をはじめ特殊専用工具でご愛顧をいただいてまいりました。近年では特殊クレーン
等のマテハン用機器類に至るまで幅広い品揃えを行ってまいりましたが、この間、地味な
がら幅広い産業を支える一翼を担わせていただいた自負のもと、今後も省人、省力、安全
、環境整備をコンセプトとして、プロ用工具、機器類の開発により産業社会に貢献したいと
考えております。

　また、環境関連事業につきましては、大阪府河南町及び柏原市に設置した３ヵ所の発電
所は順調に稼働しており、収益の安定化に寄与しておりますが、環境関連事業を取り巻く
環境は、厳しさを増しております。この環境関連事業に加え、当社グループのさらなる発展
のための新規事業にも取組む方針であります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関する

基本方針について、次のとおり定めております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社は法令及び定款を遵守し、企業理念及び行動規範に基づいた行動をとるべく、研修等を通じて指導・周知徹底を図るとともに、取締役及び

使用人がそれぞれの立場で自らが主体的に法令及び定款を遵守して業務の遂行にあたります。

(2)コンプライアンス体制の構築、維持、整備並びに財務リスク、業務リスク等の総括的な管理を目的とした「コンプライアンス・リスク委員会」を設け

そのなかで、コンプライアンス、行動規範等の規定の整備並びに研修等により、取締役及び使用人のコンプライアンス意識の維持・向上を図りま
す。

(3)コンプライアンス違反が行われた場合や行われようとしている行為を取締役及び使用人等が発見した場合には、すみやかに取締役会及びコン

プライアンス・リスク委員会に報告される体制をとり、未然防止やその早期発見と適切な対応を行います。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 　

取締役会その他の重要な会議の意思決定に係わる情報、社長及び担当役員決裁その他の重要な決裁に係わる情報の取り扱いについて、「文

書管理規程」等社内規程に従って保存・管理を徹底し、情報セキュリティの確保を図ります。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は、リスク管理全般を統括する組織として、「コンプライアンス・リスク委員会」を設け、環境、災害、品質、情報セキュリティ等財務リスク、業
務リスク等の危機管理を総括的に管理します。

(2)経営に重大な影響を与える事象が発生した場合は、社長を本部長とする「緊急対策本部」が総括して危機管理にあたります。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)執行役員制度により、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、権限と責任を明確化します。

(2)取締役会は、年度計画及び中期経営計画を策定するとともに、経営目標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ定期的に検査を

行います。

(3)取締役は、業務執行について取締役会規則により定められている事項及びその付議基準に該当する事項については、すべて取締役会に付議

することを遵守し、その際には、経営判断の原則に基づき、事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布される体制をとるものとします。

(4)日常の職務執行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルートに則り業務

を遂行することとします。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(1)当社の子会社の運営については担当部署を定め、「関係会社管理規程」に従い、事業活動上の重要な事項について報告を求めるとともに、必
要に応じてあらかじめ協議を行い、当社の承認を得る体制としております。

(2)適正かつ円滑な連結会計処理を行うため、子会社には月次会計報告を求めるとともに、適宜、情報交換を行うこととしております。

(3)当社は子会社の業務の適正を確保するため、適宜、内部監査を実施する体制としております。



６．当社監査等委員会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の監査等委員
以外の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の上、監査等委員会を補助すべき使用 人

を置くものとする。なお、使用人の任命、異動、評価、指揮命令権限等は、監査等委員会の事前の同意を得るものとし、当該使用人の監査等委 員

以外の取締役からの独立性と指示の実効性を確保するものとする。

７．当社グループの取締役及び使用人等並びに当社子会社の監査役等が、当社監査等委員会に報告をするための体制及び報告をした者が当

該報告をしたことを理由として不利益な取扱を受けないことを確保するための体制

(1)当社グループの取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項につき、その内容、業務執行の状

況及び結果について遅滞なく監査等委員会に報告する。また、これに係わらず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役

及び使用人に対して報告を求めることができるものとする。

(2)当社グループは、内部通報制度を整備するとともに、通報をしたことによる不利益な扱いを受けないことを「コンプライアンス規程」に明記し、当

社グループ企業全てに周知徹底する。

８．その他当社監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)当社監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、経営方針、会社の対処すべき課題、会社を取り巻くリスクの他、監査等委員会

監査の環境整備の状況、監査上の重要問題等について意見を交換する。

(2)当社グループ企業全ての監査等委員及び監査役もしくは監査担当役員は、グループ企業全体の監査状況を把握し課題を検討するため、定期

的にグループ監査役会を開催し、意見交換を行う。

(3)当社内部監査部門は、当社監査等委員会との情報交換を含め連携を密にする。

(4)当社監査等委員会は、監査計画を実行するための予算を確保する。当社監査等委員がその職務執行につき費用請求をしたときは、速やかに

その費用を支出する。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく、有効かつ適切な内部統制システムを構築する。また、その整備・

運用状況について継続的に評価し、必要な是正措置を行い、実効性のある体制の構築を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、法令及び企業倫理の遵守を経営の根幹とし、「コンプライアンス規程」に定め、反社会的勢力との関係遮断についても同規程に明記す る

とともに、反社会的勢力との関係遮断のための管理体制を以下のとおり整備しております。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

(1)対応統括部署及び不当請求防止責任者の設置状況 総務部に、反社会的勢力に関する情報を集約し、一元的に管理する体制としております。

(2)外部の専門機関との連携状況 警察が主催する連絡会等に加入するなど、平素より外部の専門機関と連携を深め、反社会的勢力への対応に

関する指導を仰いでおります。

(3)反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況 対応統括部署の総務部において、有識者や警察等と連携することにより、反社会的勢力に関す

る最新情報を共有するとともに、かかる情報を社 内への注意喚起等に活用しております。

(4)対応マニュアルの整備状況 反社会的勢力排除のための対応マニュアルを整備し、対応マニュアルに沿った組織的な対応の徹底を図っており

ます。

(5)研修活動の状況 外部の専門機関による情報収集、教育・研修に積極的に参加し、反社会的勢力による被害の未然防止に向けた活動を推進し

ております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




